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独立行政法人空港周辺整備機構 平成29事業年度事業報告書 

 

 

 

１． 国民の皆様へ 

 

  独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」という。）は、公共用飛行場周辺における

航空機騒音による障害の防止等に関する法律（昭和42年法律第110号。以下「航空機騒音障

害防止法」という。）に基づき、特定飛行場（航空機の頻繁な離着陸から生じる騒音等によ

る障害が著しい空港）のうち周辺整備空港（その周辺地域が市街化されているため計画的な

整備が必要な空港）として指定されている大阪国際空港及び福岡空港の周辺地域における環

境対策事業を行ってまいりました。 

 

大阪国際空港に係る環境対策事業につきましては、平成24年７月１日に新関西国際空港株

式会社へ承継し、本社を大阪国際空港事業本部から現在の福岡空港事業本部へ移転しました。 

機構が実施している環境対策事業については、「福岡空港特定運営事業等実施方針」（平

成29年３月24日国土交通省航空局）により、周辺地域の理解を得る観点から、滑走路増設事

業の完了（平成37年３月予定）から４年後（平成41年３月）に予定されている機構の廃止ま

での間、経過措置として国及び機構が費用を負担して実施することになっています。 

 

機構は、国や大阪国際空港及び福岡空港周辺の地方公共団体と連携し「空港周辺住民の皆

様の生活の安定と周辺地域の活性化」のため、空港周辺環境対策事業を推進するとともに、

組織運営及び業務運営の効率化のため、組織・業務の徹底したスリム化及び透明性の確保等

に努めてまいりました。 

 

また、中期目標及び中期計画を達成するため努力しているところですが、平成29年度にお

いても、内部統制の強化、リスク管理、施設の資産価値の保全などについても、重点的に取

り組んでまいりました。 

 

国民の皆様におかれましては、機構の業務につきまして、一層のご理解を賜りますようお

願い申し上げます。 

 

 

２． 法人の基本情報 

 

（１）法人の概要 

① 目的 

機構は、周辺整備空港の周辺地域において空港周辺整備計画を実施する等によりそ

の地域における航空機の騒音により生ずる障害の防止及び軽減を図り、併せて生活環

境の改善に資することを目的としております。（航空機騒音障害防止法第20条） 
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② 業務内容 

機構は、航空機騒音障害防止法第20条の目的を達成するため、周辺整備空港として

指定されている福岡空港の周辺において、以下の業務を行っております。 

ⅰ 空港周辺整備計画に基づき、緑地帯その他の緩衝地帯の造成、管理及び譲渡を

行うこと。 

ⅱ 空港周辺整備計画に基づき、航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの

少ない施設の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うこと。 

ⅲ 周辺整備空港に係る航空機騒音障害防止法第８条の２に規定する工事に関し助

成を行うこと。 

ⅳ 周辺整備空港の設置者の委託により、航空機騒音障害防止法第９条第１項の規

定による建物等の移転又は除却により生ずる損失の補償及び同条第２項の規定に

よる土地の買入れに関する事務を行うこと。 

ⅴ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

ⅵ 上記の業務のほか、上記の業務の遂行に支障のない範囲内において、特定飛行

場の設置者又は地方公共団体の委託により、特定飛行場の周辺地域において緑地

帯その他の緩衝地帯の造成を行うことができる。 

 

③ 沿 革 

年 月 事 項 

昭和42年８月 

昭和48年12月 

昭和49年３月 

 

昭和49年３月 

昭和49年４月 

昭和51年６月 

昭和51年７月 

昭和60年９月 

平成13年12月 

平成15年10月 

平成23年５月 

 

平成24年７月 

「航空機騒音障害防止法」の公布・施行 

環境庁が「航空機騒音に係る環境基準」を告示 

「航空機騒音障害防止法」の改正（住宅防音工事の助成、緩衝緑地

整備制度の創設等、大阪・福岡空港周辺整備機構の設立等） 

大阪府、兵庫県知事「大阪国際空港周辺整備計画」を策定 

「大阪国際空港周辺整備機構」発足 

福岡県知事「福岡空港周辺整備計画」を策定 

「福岡空港周辺整備機構」発足 

大阪・福岡両空港周辺整備機構を統合し「空港周辺整備機構」発足 

「特殊法人等整理合理化計画」の閣議決定 

「独立行政法人空港周辺整備機構」発足 

「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管

理に関する法律」の公布 

大阪国際空港に係る周辺環境対策事業を、新関西国際空港株式会社

に承継（大阪国際空港事業本部を廃止） 

 

④ 設立根拠法 

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律 

（昭和42年法律第110号） 

 

⑤ 主務大臣 

国土交通大臣（国土交通省航空局航空ネットワーク部空港業務課） 
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  ⑥ 組織図                         （平成30年3月31日現在） 

理　　　事

理　事　長

監事（常勤）

監事（非常勤）

審議役 総務課

地域振興課

補償課

 

 

※平成29年4月1日より事業三課体制を二課体制に統合再編し、地域振興課、補償課を設置してお

ります。 

 

 

（２）事務所所在地 

事務所 住 所 

独立行政法人空港周辺整備機構 福岡市博多区博多駅東２－１７－５ アークビル内 

  

（３）資本金の状況 

機構は、政府及び関係地方公共団体からの共同出資により設立されており、資本金

400百万円の出資内訳は以下のとおりです。 

 【出資内訳】 

区 分 出資額 備考 

政府出資金 

（内訳） 自動車安全特別会計 空港整備勘定 

300百万円 

300百万円 

出資割合75％ 

地方公共団体出資金 

（内訳） 福岡県 

     福岡市 

100百万円 

50百万円 

50百万円 

出資割合25％ 

合 計 400百万円  

  ※当事業年度における出資金の増減はありません。 
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（４）役員の状況                        （平成30年3月31日現在） 

 
 

 

（５）常勤職員の状況 

常勤職員は平成29年度末で30人（※前年度末31人）であり、平均年齢は44.8歳（※前

年度末46.6歳）となっております。 

このうち、国等からの出向者は26人となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役 職 氏 名 任期 

昭和 48 年 4 月 運輸省入省 
平成 14 年 8 月 国土交通省関東運輸局長 
平成 15 年 7 月 国土交通省退職 
平成 15 年 7 月 (財)交通エコロジー・モビリティ財団理事長 
平成 17 年 8 月 日本通運(株)顧問 
平成 17 年 10 月 日本通運(株)執行役員 

平成 20 年 6 月 北海道国際航空(株)社長 
平成 22 年 12 月 (株)シー・アイ・シー常勤顧問 
平成 23 年 10 月 独立行政法人 空港周辺整備機構理事長 
昭和 54 年 4 月 福岡県採用 
平成 25 年 4 月 福岡県環境部長 

平成 27 年 3 月 福岡県退職 
平成 27 年 4 月 独立行政法人 空港周辺整備機構理事 

昭和 50 年 4 月 西日本鉄道(株)入社 
平成 24 年 7 月 西日本鉄道(株)監査部付部長グループ監査役 

平成 25 年 10 月 独立行政法人 空港周辺整備機構監事 
公認会計士・税理士 

平成 12 年 10 月 中央青山監査法人福岡事務所採用 
平成 20 年 2 月 山本智子公認会計士事務所設立 
平成 27 年 10 月 独立行政法人 空港周辺整備機構監事 

 
 
自 平成 27 年 10 月 1 日 
至 平成 30 年 3 月 31 日 

 
 

長谷川 英祐 

 
 

理 事 
（常 勤） 

経            歴 

 
 
自 平成 27 年 10 月 1 日 
至 平成 30 年 3 月 31 日 
 

 
 

淡路  均 

 
 

理事長 
（常 勤） 

 
 

監 事 
（常 勤） 

 
 

伊藤 正一 

 
 
自 平成 27 年 10 月 1 日 
至 平成 29 年度財務諸表承認日 

 
 

監 事 
（非常勤） 

 
 

山本 智子 

 
 
自 平成 27 年 10 月 1 日 
至 平成 29 年度財務諸表承認日 
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３．財務書類の要約 

 

（１） 要約した財務諸表 

 

①貸借対照表                          （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 1,883 流動負債 424 

現金及び預金 388 未払金 53 

有価証券 1,300 借入金 79 

 その他 196 その他 293 

固定資産 1,465 固定負債 991 

有形固定資産 1,459 借入金 151 

その他 6 預り敷金・保証金 622 

  
その他 217 

  
 

負債合計 1,415 

  
 

純資産の部 金額 

  
 
資本金 400 

  
 

政府出資金 300 

  
 

地方公共団体出資金 100 

  
 
利益剰余金 1,533 

  
 

純資産合計 1,933 

資産合計 3,348 負債純資産合計 3,348 

注）端数処理の関係で、内訳の合計額と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

 

②損益計算書           （単位：百万円） 

 
金額 

経常費用(A) 1,858 

業務費 1,668 

人件費 138 

減価償却費 79 

  その他 1,451 

一般管理費 185 

人件費 125 

減価償却費 2 

  その他 58 

財務費用 6 

その他 － 

経常収益(B) 2,031 

 補助金等収益等 104 

 自己収入等 1,921 

 その他 6 

臨時損益(C) △0 

当期総利益（B-A+C） 173 

注）端数処理の関係で、内訳の合計額と一致しない場合があります。 

 

③キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円） 

 
金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 192 

人件費支出 △263 

補助金等収入 98 

自己収入等 2,107 

その他収入・支出 △1,750 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △2 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △84 

Ⅳ資金増加額(D=A+B+C) 106 

Ⅴ資金期首残高(E) 282 

Ⅵ資金期末残高(F=D+E) 388 

注）端数処理の関係で、内訳の合計額と一致しない場合があります。 
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④行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円） 

 
金額 

Ⅰ業務費用 △69 

損益計算書上の費用 1,861 

（控除）自己収入等 △1,929 

（その他の行政サービス実施コスト） 
 

Ⅱ引当外退職給付増加見積額 10 

Ⅲ機会費用 0 

Ⅳ行政サービス実施コスト △59 

注）端数処理の関係で、内訳の合計額と一致しない場合があります。 

 

（２）財務諸表の科目 

①貸借対照表 

現金及び預金：現金、預金 

有価証券  ：満期保有目的で保有する有価証券 

有形固定資産：建物、構築物など機構が長期にわたって使用又は利用する有形の固定資

産 

その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、施設利用権、ソフトウェアなど

具体的な形態を持たない無形固定資産等が該当 

未払金   ：機構の業務活動に係る支出決定済額のうち支払未済のもの 

借入金   ：事業資金等の調達のため機構が借り入れた長期借入金 

預り敷金・保証金 ：騒音斉合施設に係る敷金、保証金等 

政府出資金    ：国からの出資金であり、機構の財産的基礎を構成 

地方公共団体出資金：地方公共団体からの出資金であり、機構の財産的基礎を構成 

利益剰余金    ：機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

②損益計算書 

業務費    ：機構の業務に要した費用 

人件費    ：給与、賞与、法定福利費等、機構の職員等に要した費用 

減価償却費  ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用とし

て配分した経費 

財務費用   ：利息の支払に要した経費 

補助金等収益等：国・地方公共団体の補助金のうち、当期の収益として認識した収益 

自己収入等  ：受託収入、業務収入などの収益 

臨時損益   ：固定資産除却損、違約金等収入 

 

③キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：機構の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、

サービスの提供等による収入、サービスの購入に

よる支出、人件費支出等が該当 
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投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投

資活動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価

証券の取得・償還による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー：借入金の返済による支出などが該当 

 

④行政サービス実施コスト計算書 

業務費用      ：機構が実施する行政サービスのコストのうち、機構の損益計算

書に計上される費用 

その他の行政サービス実施コスト：機構の損益計算書に計上されないが、行政サービス

の実施に費やされたと認められるコスト 

引当外退職給付増加見積額：国又は地方公共団体からの出向者に係る退職給付引当金増 

加見積額 

機会費用      ：政府出資及び政府からの無利子による融資取引などから生ずる

機会費用 

 

 

４．財務情報 

 

（１） 財務諸表の概況 

 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務

データの経年比較・分析 

 

（経常費用） 

平成29事業年度の経常費用は1,858百万円と、前事業年度比225百万円減（10.8％減）

となっています。これは、固有事業の再開発整備事業におけるその他経費が前事業年度

比79百万円減（22.9％減）となったことが主な要因であります。 

 

（経常収益） 

平成29事業年度の経常収益は2,031百万円と、前事業年度比135百万円減（6.2％減）

となっています。これは、再開発整備事業の業務収入が前事業年度比21百万円減

（3.4％減）となったことが主な要因であります。 

 

（当期総利益） 

平成29事業年度の当期総利益は173百万円と、前事業年度比93百万円増（117.7％増）

となっています。これは、再開発整備事業の修繕費が前事業年度比56百万円減（90.1％

減）となったことが主な要因であります。 

 

（資産） 

平成29事業年度末現在の資産合計は3,348百万円と、前事業年度比213百万円増

（6.8％増）となっています。これは、流動資産の現金及び預金が前事業年度比106百万
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円増（37.6％増）となったことが主な要因であります。 

 

（負債） 

平成29事業年度末現在の負債合計は1,415百万円と、前事業年度比40百万円増（2.9％

増）となっています。これは、流動負債の未払金が前事業年度比2百万円増（3.4％増）

となったことと、未払消費税等が前事業年度比5百万円増（53.7％増）となったことが

主な要因であります。 

 

（利益剰余金） 

平成29事業年度末現在の利益剰余金は1,533百万円と、前事業年度比173百万円増

（12.7％増）となっています。 

利益剰余金については、再開発整備事業の資産の大規模修繕を含む修繕費・除去債務

のため使用するとともに、国の意向を踏まえつつ、機構が廃止される場合において、

国・地方公共団体からの出資金、再開発整備事業の敷金・保証金の返還などに充てるこ

とになるものと考えております。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成29事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは192百万円と、前事業年度比

30百万円の支出減（18.8％増）となっています。人件費支出が前事業年度比5百万円減

（1.7％減）となったことが主な要因であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成29事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△2百万円と、前事業年度比

45百万円の支出減（95.8％減）となっています。これは、有形固定資産の取得による支

出が前事業年度比42百万円減（皆減）となったことが主な要因であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成29事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△84百万円と、前事業年度比

3百万円の支出減（3.3％減）となっています。これは、長期借入金の返済による支出が

前事業年度比4百万円減（4.2％減）となったことが主な要因であります。 
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表 主な財務データの経年比較 

当機構の中期目標期間 

    第３期：平成25年4月～平成30年3月 

                 （単位：百万円） 

区分 
平成25 

事業年度 

平成26 

事業年度 

平成27 

事業年度 

平成28 

事業年度 

平成29 

事業年度 

経常費用 2,216 1,386 991 2,084 1,858 

経常収益 2,367 1,508 1,150 2,166 2,031 

臨時損失 － 2 5 6 2 

臨時利益 － － － 2 2 

当期総利益 151 120 153 79 173 

資産 3,127 3,149 3,183 3,135 3,348 

負債 1,719 1,621 1,502 1,375 1,415 

利益剰余金 1,008 1,128 1,281 1,360 1,533 

業務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 210 224 174 161 192 

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △361 △102 △105 △47 △2 

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △110 △100 △88 △87 △84 

資金期末残高 251 273 254 282 388 

   注） 経常費用及び経常収益において年度毎に大きく変動が生じている理由は、受託事業（移転補償事業）

が土地建物所有者からの申請に基づき行われる事業であるためです。 

 

② セグメント事業損益の経年比較・分析 

 

（区分経理によるセグメント情報） 

固有事業の事業損益は171百万円と、前事業年度比71百万円増（71.3％増）となって

います。これは、業務費が前事業年度比90百万円減（18.9％減）となったことが主な要

因であります。 

受託事業及びその他事業の事業損益は前事業年度と同じく発生しておりません。 

 

表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）  （単位：百万円） 

区分 
平成25 

事業年度 

平成26 

事業年度 

平成27 

事業年度 

平成28 

事業年度 

平成29 

事業年度 

大阪固有事業 － － － － － 

福岡固有事業 151 115 159 100 171 

受託事業 － － － － － 

その他事業 － － － － － 

法人共通 △0 6 △0 △17 2 

合計 151 122 158 83 173 
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③ セグメント総資産の経年比較・分析 

 

（区分経理によるセグメント情報） 

固有事業の総資産は2,714百万円と、前事業年度比64百万円増（2.4％増）となってい

ます。これは、現金及び預金が前事業年度比109百万円増（44.7％増）となったことと

が主な要因であります。 

受託事業の総資産は173百万円と、前事業年度比166百万円増（2,277.5％増）となっ

ています。これは、受託業務前渡金が前事業年度比172百万円増（皆増）となったこと

が主な要因であります。 

その他事業の総資産は6百万円と、前事業年度比15百万円減（72.4％減）となってい

ます。これは、現金及び預金が前事業年度比15百万円減（78.1％減）となったことが主

な要因であります。 

 

表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：百万円） 

区分 
平成25 

事業年度 

平成26 

事業年度 

平成27 

事業年度 

平成28 

事業年度 

平成29 

事業年度 

大阪固有事業 － － － － － 

福岡固有事業 2,670 2,694 2,695 2,650 2,714 

受託事業 7 5 29 7 173 

その他事業 5 4 9 21 6 

法人共通 444 446 450 457 455 

合計 3,127 3,149 3,183 3,135 3,348 
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④ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

 

平成29事業年度の行政サービス実施コストは△59百万円と、前事業年度111百万円減

（前事業年度は53百万円）となっています。これは、業務費用が前事業年度比105百万

円減（前事業年度は36百万円）となったことが主な要因であります。  

 

表 行政サービス実施コストの経年比較 （単位：百万円） 

区分 
平成25 

事業年度 

平成26 

事業年度 

平成27 

事業年度 

平成28 

事業年度 

平成29 

事業年度 

業務費用 △7 24 △11 36 △69 

 うち損益計算書上の費用 2,216 1,388 997 2,089 1,861 

 うち自己収入 △2,223 △1,364 △1,008 △2,053 △1,929 

引当外退職給付増加見積額 △10 1 △1 16 10 

機会費用 9 7 － 0 0 

行政サービス実施コスト △8 32 △12 53 △59 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

 該当ありません。 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当ありません。 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当ありません。 
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（３）予算及び決算の概要                      （単位：百万円） 

区分 

平成25事業年度 平成26事業年度 平成27事業年度 平成28事業年度 平成29事業年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 
差額

理由 

収入 3,439 2,351 3,072 1,489 1,963 1,159 2,274 2,132 2,526 2,192  

業務収入 630 626 644 644 642 642 645 635 638 613 ※1 

補助金収入 268 131 176 131 159 128 139 106 128 95 ※2 

受託金収入 2,456 1,590 2,215 710 1,158 383 1,486 1,384 1,756 1,475 ※3 

負担金収入 84 2 34 2 2 2 2 2 2 2 ※4 

長期借入金等収入 - - - - - - - - - -  

雑収入 2 3 2 3 2 3 2 5 3 7 ※5 

繰越金受入 - - - - - - - - - - ※6 

支出 3,426 2,241 3,040 1,404 1,960 1,060 2,272 2,082 2,514 2,095  

大阪固有事業 - - - - - - - - - -  

福岡固有事業 491 428 473 458 504 446 517 476 503 411 ※7 

受託事業 2,293 1,452 2,049 568 996 229 1,335 1,232 1,595 1,333 ※3 

その他事業 255 49 124 56 77 50 62 52 58 33 ※2 

人件費 301 253 313 258 300 277 284 263 275 254 ※8 

一般管理費 85 60 83 64 83 59 73 60 82 64 ※9 

 

（平成29事業年度における予算額と決算額との差額の説明） 

※1  再開発整備事業の賃借人の撤退があったため、収入が減少しました。  

※2  補助金対象の空気調和機器更新工事の申請が減少したため、補助金収入及びその他事業（民家

防音事業）の支出が減少しました。 

※3  受託事業の一部が申請者の理由により翌年度へ繰越（165,450千円）となったため、受託金収

入及び受託事業の支出が減少しました。 

※4  住民負担額の補助制度を利用した空気調和機器更新工事の申請が減少したため、収入が減少し

ました。 

※5  違約金等収入があったこと及び有価証券利息が増加したため、収入が増加しました。 

※6  繰越金受入は、予算上の調整科目であります。 

※7  再開発整備事業において競争入札に係る入札差金があったため、支出が減少しました。 

  ※8   職員給与の所要額の減少及び時間外勤務の抑制等により支出が減少しました。 

  ※9   旅費及び備品更新費などの経費節減等により支出が減少しました。 

 

（４）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

 ①経費削減及び効率化目標 

機構では、中期目標期間の最後の事業年度において、事業費については前中期目標期

間の最終年度（平成24年度の福岡空港事業本部分）比で5％以上に相当する額を、一般

管理費については同比15％以上に相当する額を削減することを目標としております。 

この目標を達成するため、事業費については単価の見直しや事業執行方法の改善等、

一般管理費については物件費の削減等の措置を講じてきました。 
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 ②経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較 

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

事業費 2,148 100% 2,130 99% 2,229 104% 1,577 73% 1,914 89% 2,097 98%

固有事業 498 100% 380 76% 371 74% 414 83% 429 86% 419 84%

受託事業 1,383 100% 1,383 100% 1,632 118% 997 72% 1,335 97% 1,536 111%

その他事業 169 100% 255 151% 124 73% 77 46% 62 37% 58 34%

業務外支出 98 100% 112 114% 102 104% 89 91% 88 90% 85 87%

一般管理費 97 100% 85 88% 83 86% 83 86% 73 75% 82 85%

物件費 97 100% 85 88% 83 86% 83 86% 73 75% 82 85%

　注１）金額は、予算額であり損益計算書の金額とは一致しません。

　注２）基準年度には、旧大阪国際事業本部分を除いております。

　注３）事業費には、前年度からの繰越額、管理勘定（人件費、物件費）への繰入額は含みません。

　注４）一般管理費は、管理勘定（人件費及び特殊要因により増減する経費を除く）の金額であります。

　注５）端数処理の関係で、内訳の合計と一致しない場合があります。

　注６）比率は、平成24事業年度を100％とした場合の数値であります。

区分 平成27事業年度 平成28事業年度 平成29事業年度

当中期目標期間

平成24事業年度

基準年度

平成25事業年度 平成26事業年度

 
 

５．事業の説明 

 

（１） 財源の内訳 

①内訳 

機構の経常収益は2,031百万円で、その内訳は、業務収入618百万円（収益の30.4％）、受

託収入1,304百万円（収益の64.2％）、補助金等収益96百万円（収益の4.7％）、負担金収益

2百万円（収益の0.1％）となっています。これを事業別に区分すると、固有事業では、業務

収入618百万円（事業収益の98.5％）、資産見返補助金等戻入9百万円（事業収益の1.4％）、

受託事業では、受託収入1,304百万円（事業収益の100％）、その他事業では、補助金等収益

96百万円（事業収益の98.1％）、負担金収益2百万円（事業収益の1.9％）となっています。 

 

 ②自己収入の明細 

機構の固有事業では、騒音斉合施設の貸付事業により、618百万円の自己収入を得ていま

す。 

 

（２） 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

 

① 固有事業 

 

ア 再開発整備事業 

再開発整備事業は、空港周辺整備計画に基づき、航空機の騒音によりその機能が

害されるおそれの少ない施設の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うもので

あります。（航空機騒音障害防止法第28条第１項第２号） 

事業の財源は、騒音斉合施設の貸付事業に関する業務収入（平成29年度 618百万

円）となっています。 

事業に要する費用は、固有事業に関する土地借料等の費用（平成29年度 394百万

円）となっています。 

事業実施にあたっては、騒音斉合施設全体で収益を確保しつつ、修繕計画及び普
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段の施設点検などを踏まえたメンテナンスを実施し、適時適切な施工管理を行って

おります。 

なお、収入の一部については法人共通費用の財源として繰出しております。 

 

      ＜再開発整備事業（貸付型）の実施状況（平成30年3月31日現在）＞ 

貸付事業件数 面積 

36 件  69 千㎡ 

 

② 受託事業 

 

ア 移転補償事業 

移転補償事業は、周辺整備空港の設置者の委託により、航空機騒音障害防止法第

９条第1項の規定による建物等の移転又は除却により生ずる損失の補償及び同条第

２項の規定による土地の買入れに関する事務を行うものであります。（航空機騒音

障害防止法第28条第１項第４号） 

事業の財源は、国土交通省からの受託収入（平成29年度 1,263百万円）となって

います。 

事業に要する費用は、移転補償事業に係る用地補償費等の費用（平成29年度 

1,189百万円）となっています。 

なお、収入の一部については法人共通費用の財源として繰出しております。 

 

＜移転補償事業の実施状況（平成30年3月31日現在）＞ 

区分 面積・件数 

用地取得 

建物補償 

 4.2 千㎡ 

4   件 

       

   イ 緑地造成事業 

緑地造成事業は、空港周辺整備計画に基づき、緑地帯その他の緩衝地帯の造成、

管理及び譲渡を行うものであります。（航空機騒音障害防止法第28条第１項第１

号） 

事業の財源は、国土交通省からの受託収入（平成29年度 41百万円）となってい

ます。 

事業に要する費用は、緑地造成事業に関する造成工事等の費用（平成29年度 32

百万円）となっています。 

なお、収入の一部については法人共通費用の財源として繰出しております。 

 

＜緑地造成事業の実施状況（平成30年3月31日現在）＞ 

区分 面積 

緑地造成・植栽  0.5 千㎡ 
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③ その他事業 

 

ア 民家防音事業 

民家防音事業は、周辺整備空港に係る騒防法第８条の２に規定する工事に関し助

成を行うものであります。（航空機騒音障害防止法第28条第１項第３号） 

事業費の財源は、国土交通省からの国庫補助金（平成29年度 93百万円）、福岡

県等の地方公共団体補助金（平成29年度 3百万円）及び住民の負担金（平成29年度 

2百万円）となっています。 

事業に要する費用は、民家防音事業に関する助成費等の費用（平成29年度 59百 

万円）となっています。 

なお、収入の一部については法人共通費用の財源として繰出しております。 

 

＜民家防音事業の実施状況（平成30年3月31日現在）＞ 

区分 件数・台数 

防音工事 

更新工事① 

更新工事② 

更新工事③ 

防音工事（告示日後） 

更新工事①（告示日後） 

更新工事②（告示日後） 

0 件 

101 台 

143 台 

3 台 

0 件 

20 台 

7 台 
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６．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況 （単位：円）

予
算
額

決
算
額

差
額

備
考

予
算
額

決
算
額

差
額

備
考

予
算
額

決
算
額

差
額

備
考

予
算
額

決
算
額

差
額

備
考

予
算
額

決
算
額

差
額

備
考

収入 638,451,000 615,845,643 △ 22,605,357 1,755,781,000 1,475,340,172 △ 280,440,828 129,550,000 97,282,729 △ 32,267,271 2,451,000 3,910,705 1,459,705 2,526,233,000 2,192,379,249 △ 333,853,751

637,878,000 613,191,588 △ 24,686,412 ※１ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 637,878,000 613,191,588 △ 24,686,412

0 0 0 0 0 0 127,656,000 95,456,952 △ 32,199,048 ※２ 0 0 0 127,656,000 95,456,952 △ 32,199,048

0 0 0 1,755,781,000 1,475,340,172 △ 280,440,828 ※３ 0 0 0 0 0 0 1,755,781,000 1,475,340,172 △ 280,440,828

0 0 0 0 0 0 1,894,000 1,822,420 △ 71,580 ※４ 0 0 0 1,894,000 1,822,420 △ 71,580

573,000 2,654,055 2,081,055 ※５ 0 0 0 0 3,357 3,357 ※６ 2,451,000 3,910,705 1,459,705 ※５ 3,024,000 6,568,117 3,544,117

支出 503,307,000 411,138,128 △ 92,168,872 1,595,102,000 1,333,108,506 △ 261,993,494 58,137,000 32,597,255 △ 25,539,745 357,065,000 318,332,476 △ 38,732,524 2,513,611,000 2,095,176,365 △ 418,434,635

503,307,000 411,138,128 △ 92,168,872 ※７ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 503,307,000 411,138,128 △ 92,168,872

0 0 0 1,595,102,000 1,333,108,506 △ 261,993,494 ※３ 0 0 0 0 0 0 1,595,102,000 1,333,108,506 △ 261,993,494

0 0 0 0 0 0 58,137,000 32,597,255 △ 25,539,745 ※２ 0 0 0 58,137,000 32,597,255 △ 25,539,745

0 0 0 0 0 0 0 0 0 275,474,000 254,050,110 △ 21,423,890 ※８ 275,474,000 254,050,110 △ 21,423,890

0 0 0 0 0 0 0 0 0 81,591,000 64,282,366 △ 17,308,634 ※９ 81,591,000 64,282,366 △ 17,308,634

（１）予算額と決算額の差額の説明

※１　再開発整備事業の賃借人の撤退があったため、収入が減少しました。　　

※２　補助金対象の空気調和機器更新工事の申請が減少したため、補助金収入及びその他事業（民家防音事業）の支出が減少しました。

※３　受託事業の一部が申請者の理由により翌年度へ繰越（１６５，４５０千円）となったため、受託金収入及び受託事業の支出が減少しました。

※４　住民負担額の補助制度を利用した空気調和機器更新工事の申請が減少したため、収入が減少しました。

※５　違約金等収入があったこと及び有価証券利息が増加したため、収入が増加しました。

※６　労働保険料の差額が戻入されたため、増加しました。

※７　再開発整備事業において競争入札に係る入札差金があったため、支出が減少しました。

※８  職員給与の所要額の減少及び時間外勤務の抑制等により支出が減少しました。

※９  旅費及び備品更新費などの経費節減等により支出が減少しました。

受託金収入

補助金収入

業務収入

共通その他事業受託事業固有事業 合計

区　　　分

一般管理費

人件費

その他事業

受託事業

固有事業

雑収入

負担金収入

 


